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研究計画・評価分科会
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・日本の人口動態
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・高齢者の姿と取り巻く環境の現状と動向-
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・犯罪に関する動向（１）

 

刑法犯の認知・検挙状況-
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・犯罪に関する動向（２）

 

重要犯罪の認知・検挙状況-
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・交通事故に関する動向-
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・振り込め詐欺の動向-
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・食の安全に係わる事犯の動向-
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・女性や子供が被害者となる犯罪の傾向-
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・サイバー犯罪-
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・犯罪のグローバル化-
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・世論調査

 

科学技術が貢献すべき分野-

 

-

 

-

 

-

 

-

 

-

 

-

 

-

 

-

 

-

 

-

 

-

 

-

 

-

 

-

 

-

 

-

 

11



日本の人口動態

 
（1935年（昭和10年）～2055年の予測）

○

 

少子高齢化：日本の人口は減少を続け、医療費の増大、労働力人口の減少にも影響を与える
○

 

労働人口の減少による生産力低下、労働力不足（例：医療・介護分野）
○

 

2055年にはさらなる少子高齢化が進む
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日本の人口統計の推移と予測（1935年～2055年）

日本の人口ピラミッド（2005年）と2055年の予測

出展資料：

 

国立社会保障･人口問題研究所「人口統計資料2009」
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高齢者の姿と取り巻く環境の現状と動向

○

 

単独または夫婦のみ世帯が半数以上。

 

高齢者（６５歳以上）のいる割合は増加（Ｈ20年：41％）。
○

 

三世代世帯は減少傾向、単独世帯、夫婦のみの世帯、親と未婚の子供の世帯はさらに増加傾向
○

 

一人暮らしの65歳以上の高齢者が増加（男性9.7%、女性19％と女性単独高齢者が多い）

65歳以上の者のいる世帯数及び構成割合（世帯

 
構造別）と全世帯に占める65歳以上の者がいる世

 
帯の割合

出展資料：

 

平成22年版

 

高齢社会白書

男女別の一人暮らし高齢者の世帯数の動向
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刑法犯の認知・検挙状況の推移（昭和21～平成21年）

出展資料：警察白書（平成22年度）

犯罪に関する動向（１）刑法犯の認知・検挙状況

近年の犯罪の特殊化、凶悪化がメディアで注目されている。（通り魔、児童等への無差別な殺人等）
○

 

刑法犯罪認知件数は平成１４年をピークに平成15年以降は減少傾向（H14：285万件

 

→

 

H21：170万件）
○

 

刑法犯罪は平成に入って検挙率が著しく低下（60％→20％へ）したが、近年は30％代で推移。

○

 

検挙人数は減少傾向でＨ２１年度は30万人程度。
○

 

検挙人員は20万人で横ばい
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犯罪に関する動向（２）

 
重要犯罪の認知･検挙状況

凶悪犯罪はおおむね横ばいか、減少傾向にある。
○

 

殺人：認知件数は減少傾向（H21:1100件）

 

、検挙率は98％で程度
○

 

強盗：認知件数はここ数年減少傾向にあったがH21に微増（4500件）、検挙立は60％代で推移
○

 

放火：認知件数は減少傾向（H21:1300件）、検挙率は70％前後
○

 

強姦：認知件数は減少傾向（H21：1400件）、検挙立は80％程度

出典資料：警察白書（平成22 年）

殺人の認知・検挙状況の推移（平成12～21年） 強盗の認知・検挙状況の推移（平成12～21年）

放火の認知・検挙状況の推移（平成12～21年） 強姦の認知・検挙状況の推移（平成12～21年）
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交通事故に関する動向

 

（昭和21～平成21年）

出展資料：警察白書（平成22年度）

交通事故に関する動向

○

 

交通事故死者数は5000人以下となり、ピーク（H45）の3分の1以下に減少
○

 

この5年程度は発生件数、負傷者数、死亡者数ともに減少
○

 

車両保有数、運転免許保有者数、自動車走行距離は横ばい
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振り込め詐欺の認知件数・被害総額の推移 振り込め詐欺の検挙状況の推移

振り込め詐欺の動向

○

 

振り込め詐欺の発生件数、被害金額は減少傾向
○

 

全犯罪検挙率（～30％）は横ばいであるが、振り込み詐欺の検挙数と検挙率は向上

出典資料：警察庁

 

警察白書（平成22年）
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食の安全に係わる事犯の動向

○

 

食の安全に係わる事犯の検挙数、検挙人員は増加
○

 

偽造手口の悪質･巧妙化がすすんでいる（転売による用途偽造、買い戻しによる原産地偽装、等）
○

 

食品（ユッケ等生食肉）の衛生管理（製造、管理、流通）の必要性
（例：腸管出血性大腸菌（Ｏ-157,111）発生数推移

食の安全に係る事犯の検挙状況の推移（平成17～21年）

 
出典：警察白書（平成22年）

19年12月～H20年8月ころにかけて食

 
用として販売できない事故米を食用米と

 
して販売。押収した事故米約1000トン

 
出典：警察白書（平成22年）

腸管出血性大腸菌感染症の届け出数
（1997年～2010年）

出典：厚生労働省・感染症動向調査
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女性や子供が被害者となる犯罪の動向

○

 

ストーカー事件の認知件数、配偶者からの暴力（ＤＶ）は増加。
○

 

児童虐待（身体的虐待、性的虐待、怠慢又は拒否の合計数）の検挙件数は増加傾向
○

 

子供の被害者はおおむね３万人程度以上で推移

出展資料：

 

警察庁

 

警察白書（平成22年）

刑法犯に係る13歳未満の子どもの被害件数の推移
（平成12～21年）

児童虐待事件の態様別検挙状況の
推移（平成17～21年）

ストーカー認知件数の推移(平成17～21年）

配偶者からの暴力事案の認知件数の推移
（平成17～21年）
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サイバー犯罪

○

 

この５年程度、サイバー犯罪検挙件数は増加し、平成21年度は過去最多の6690件。検挙人数は横ばい。
○

 

コンピュータウィルスの届出件数は1990年代から増加に一途をたどり2005年にピーク、その後減少傾向。

○

 

出会いサイトに関係した検挙数は減少傾向だが、児童が被害者が８割。

国内でのサイバーフォースセンターの機能

出典資料：警察庁

 

警察白書（平成22年）

 

（Ｈ18～21年）

不正アクセス禁止法違反（平成17～21年）

出会い系サイトに関係した事件の検挙

 
件数の推移（平成17～21年）

出典資料：独立行政法人情報処理振興機構
セキュリティセンター(IPA/ISEC)ホームページより
（1990年（Ｈ2）～2010年（H22））
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犯罪のグローバル化

○

 

世界的規模で活動する犯罪者組織の我が国への浸透
○

 

外国人犯罪は平成17年（約48000人）以降は減少傾向（平成21年：28000人）であるが依然として高水準
○

 

世界規模で活動する犯罪組織の出現、犯罪組織の構成員の多国籍化、犯罪行為の世界的展開

犯罪の世界的グローバル化の脅威

来日外国人犯罪の検挙状況の推移
（昭和60～平成21年）

出展資料：

 

警察庁

 

警察白書（平成22年）

世界的規模で活動する犯罪組織の我が国への浸透

10



世論調査

 
科学技術が貢献すべき分野

○

 

科学技術が貢献すべき分野として、環境･エネルギー、食料、防災等が上位をしめている。
○

 

社会インフラ（土木、建築、交通等）や日本の輸出主体である工業生産に対しては10～20％と低い。
○

 

東北・太平洋沿岸地震（2011年）後のアンケートでは震災、原子力問題が上位に

出典：内閣府「科学技術と社会に関する世論調査」（2007年12月）

科学技術が貢献すべき分野
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地球環境や自然環境の保全

資源・エネルギーの開発、有効利用やリサイクル

廃棄物の処理・処分

食料（農林水産物）の生産や健康の維持・増進

防災や安全対策

家事の支援などの衣食住の充実や高齢者などの生活の補助

情報・通信

宇宙・海洋などのフロンティアの開拓

未知の現象の解明、新しい法則や原理の発見

土木・建築、交通・輸送

工場での生産活動

その他

特にない

わからない

（複数回答）

（％）

今回調査（％） 平成16年度2月調査（％）

※1

※2

※3

（注）平成16年2月調査では、「あなたは、科学技術が今後どのような分野に特に

 

貢献すべきだと思いますか。」と聞いている。
※1 平成16年2月調査では、「資源の開発やサイクル」が60.7％、「エネルギーの

 

開発や有効利用」が58.7％となっている。
※2 平成16年2月調査では、「健康の維持・増進」が42.6％、「食料（農林水産

 

物）の生産」が31.7％となっている。
※3 平成16年2月調査では、「高齢者や身体障害者の生活補助」が41.9％、「家

 

事の支援や衣食住の充実」が16.1％となっている。

出典：文部科学省科学技術政策研究所

（2011年3月調査）
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